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答  申 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以下

「法」という。）６３条の規定に基づく返還金額決定処分に係る審査請

求について、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。 

 

第１ 審査会の結論 

   本件審査請求は、棄却すべきである。 

 

第２ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、○○福祉事務所長（以下「処分庁」とい

う。）が、請求人に対し、平成２９年３月１３日付けで行った法６

３ 条 の 規定 に基づ く 返 還金 額決定 処 分 （以 下「本 件 処 分」 と い

う。）の取消しを求めるものである。 

 

第３ 請求人の主張の要旨 

請求人は、おおむね以下の理由により、本件処分は違法又は不当

であると主張する。 

⑴ 本件処分は、請求人に対する保護が停止ないし廃止されていた

期間（平成２６年１１月１３日から平成２８年７月６日まで）に

ついて、その間の請求人の支出（都営住宅の家賃及び本件各詐欺

被告事件に係る弁護士費用）を考慮することなく、その期間に得

るべきであった年金を単純に資力として計上した点において、法

６３条の解釈を誤ったものであり、取り消されるべきである。 

⑵ 上記⑴の停止・廃止期間において、請求人に年金を上回る債務

が生じたのだから、同期間に得るべきであった年金収入は、この

期間において支出されるべき費用に充てられるべきものであり、

平成２８年７月７日の保護再開の時点やその後においても活用す
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べき資力があったとはいえない。 

⑶ 上記⑵のとおり、上記⑴の停止・廃止期間に相当する平成２６

年１１月から平成２８年６月までの年金収入（１，３３８，０５

０円）は、法６３条の規定による資力として認定し得ないもので

あるにもかかわらず、処分庁は、これを含めて資力と認定した点

において違法があるから、その限度（１，３３８，０５０円）に

おいて、本件処分は取り消されるべきである。 

 

第４ 審理員意見書の結論 

   本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項によ

り、棄却すべきである。 

 

第５ 調査審議の経過 

   審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。 

年 月 日 審 議 経 過 

平成２９年１１月８日 諮問 

平成２９年１２月１９日 審議（第１６回第４部会） 

平成３０年１月２９日 審議（第１７回第４部会） 

平成３０年２月２３日 審議（第１８回第４部会） 

 

第６ 審査会の判断の理由 

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結

果、以下のように判断する。 

１ 法令等の定め 

⑴ 保護の補足性及び保護の基準について 

法４条１項によれば、保護は、生活に困窮する者が、その利用

し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の

維持のために活用することを要件として行われるとされている。 

また、法８条１項によれば、保護は、厚生労働大臣の定める基
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準により測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の

金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度において

行うものとするとされている。  

⑵ 届出の義務について 

法６１条によれば、被保護者は、収入、支出その他生計の状況

について変動があつたときは、すみやかに、保護の実施機関又は

福祉事務所長にその旨を届け出なければならないとされている。 

⑶ 収入額の認定について 

ア 地方自治法２４５条の９第１項及び３項の規定に基づく処理

基準である「生活保護法による保護の実施要領について」（昭

和３８年４月１日付厚生省発社第１２３号厚生事務次官通知）

の第８・３・⑵・ア・(ｱ)によれば、「恩給、年金、失業保険

金その他の公の給付（略）については、その実際の受給額を認

定すること。」とされており、同(ｲ)によれば、「(ｱ)の収入を

得るために必要な経費として、交通費、所得税、郵便料等を要

する場合又は受給資格の証明のために必要とした費用がある場

合は、その実際必要額を認定すること。」とされている。 

イ 同じく地方自治法２４５条の９第１項及び３項の規定に基づ

く処理基準である「生活保護法による保護の実施要領につい

て」（昭和３８年４月１日付社発第２４６号厚生省社会局長通

知。以下「局長通知」という。）の第８・１・⑷・アによれ

ば、「恩給法、厚生年金保険法、船員保険法、各種共済組合

法、国民年金法、児童扶養手当等による給付で、６か月以内の

期間ごとに支給される年金又は手当については、実際の受給額

を原則として受給月から次回の受給月の前月までの各月に分割

して収入認定すること。」とされている。 

⑷ 費用返還義務について 

ア 法６３条によれば、被保護者が、急迫の場合等において資力

があるにもかかわらず、保護を受けたときは、保護に要する費
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用を支弁した都道府県又は市町村に対して、すみやかに、その

受けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機

関の定める額を返還しなければならないとされている。 

イ 法６３条の規定は、「被保護者に対して最低限度の生活を保

障するという保護の補足性の原則に反して生活保護費が支給さ

れた場合に、支給した生活保護費の返還を求め、もって生活保

護制度の趣旨を全うすることとしている」（東京高等裁判所平

成２５年(行コ)第２７号事件・平成２５年４月２２日判決・裁

判所ウェブサイト裁判情報掲載）とされている。 

ウ  「生活保護費の費用返還及び費用徴収決定の取扱いについ

て」（平成２４年７月２３日付社援保発０７２３第１号厚生労

働省社会・援護局保護課長通知。以下「取扱通知」という。）

の１・⑴によれば、法６３条に基づく費用返還の取扱いについ

ては、原則、全額を返還対象とすること、ただし、全額を返還

対象とすることによって当該被保護世帯の自立が著しく阻害さ

れると認められる場合は、「家屋補修、生業等の一時的な経費

であって、保護（変更）の申請があれば保護費の支給が認めら

れると保護の実施機関が判断する範囲のものに充てられた額

（保護基準額以内の額に限る。）」等については、返還額から

控除して差し支えないとされている。また、同⑵によれば、年

金を遡及して受給した場合の返還金から自立更生費等を控除す

ることについては、定期的に支給される年金の受給額の全額が

収入認定されることとの公平性を考慮すると、厳格に対応する

ことが求められるとされ、遡及して受給した年金収入について

は、次のように取扱うこととされている。 

(ｱ) 保護の実施機関は、被保護世帯が年金の裁定請求を行うに

当たり遡及して年金を受給した場合は、以下の取扱いを説明

しておくこと。 

① 資力の発生時点によっては法６３条に基づく費用返還の
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必要が生じること 

② 当該費用返還額は原則として全額となること 

③  真にやむを得ない理由により控除を認める場合がある

が、事前に保護の実施機関に相談することが必要であり、

事後の相談は、傷病や疾病などの健康上の理由や災害など

本人の責めによらないやむを得ない事由がない限り認めら

れないこと 

(ｲ) 原則として遡及受給した年金収入は全額返還対象となると

した趣旨を踏まえ、当該世帯から事前に相談のあった、真に

やむを得ない理由により控除する費用については、保護の実

施機関として慎重に必要性を検討すること。 

(ｳ) 資力の発生時点は、年金受給権発生日であり、裁定請求日

又は年金受給日ではないことに留意すること。また、年金受

給権発生日が保護開始前となる場合、返還額決定の対象を開

始時以降の支払月と対応する遡及分の年金額に限定するので

はなく、既に支給した保護費の額の範囲内で受給額の全額を

対象とすること。 

そして、上記取扱通知は、法の解釈・運用の指針として合

理性を有するものと認められる。 

       エ  「生活保護問答集について」（平成２１年３月３１日付厚生

労働省社会・援護局保護課長事務連絡）によれば、保護の実施

機関が、保護費の不足又は過払の発見後に再算定を行い、遡及

的に正しい扶助額に変更する決定をすることは可能であるが、

一般に、最低生活費の遡及変更は、３か月程度（発見月からそ

の前々月分まで）とされている（問１３－２（答）２）。この

ため、保護費の過払の期間が上記（発見月からその前々月分ま

で）を超えている場合は、上記の遡及変更による手段を採るこ

とはできず、過払された保護費相当額を法６３条の「資力」と

して認定する方法によるべきこととなる。 
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２ これを本件についてみると、以下のとおりである。 

⑴ 障害基礎年金の収入について 

請求人は、本件各詐欺事件判決後、処分庁が保護を再び開始

（平成２８年７月７日）した後、障害基礎年金給付を受ける権利

に係る請求を行い、厚生労働大臣から同年金の裁定を受けたこと

が認められる。 

本件年金支払通知書によれば、平成２８年度の障害基礎年金の

定期支払額（２か月分）は１３０，０１６円（ただし、２月期は

各支払期で切り捨てた端数を加算し、１３０，０２０円）であ

り、裁定請求の遅れにより遡及支給された過去分の支払額（一時

払 ） は ４ ， １ ６ ７ ， ８ ９ ０ 円 （ 以 下 「 本 件 遡 及 支 給 額 」 と い

う。）であることが認められる。 

なお、本件年金支払通知書上、請求人の障害等級及び受給権発

生日は明記されていないが、上記の定期支払額から平成２８年度

の年金額を算出すると７８０，１００円（１３０，０１６円×５

期＋１３０，０２０円）となり、同金額は国民年金法に定める障

害の程度が障害等級２級に該当する者に支給する額に相当するこ

と、また、本件遡及支給額は、平成２３年８月から平成２８年１

１月までの障害等級２級に相当する年金の合計額と合致すること

が認められる。 

これら本件年金支払通知書の内容からすると、請求人は、国民

年金法施行令別表に定める２級の程度の状態にあるものとして、

平成２３年８月１日に障害基礎年金の受給権（支給）が発生した

と考えるのが相当である。 

そして、本件遡及支給額を局長通知の第８・１・⑷・アの収入

認定の取扱いに基づき、平成２３年８月から平成２８年１１月ま

での各月に振り分けた場合、同期間（６４か月分）の障害基礎年

金の合計額は、４，１６７，８７６円（以下「本件遡及収入額」

という。）であることが認められる。 
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⑵ 法６３条の適用について 

上記⑴のとおり、請求人の障害基礎年金の支給は、平成２３年

８月から始まっており、請求人は、同月から法６３条の返還額決

定の対象となる資力が発生したものと認められるところ、前記１

・⑴に述べた保護の補足性の原則に従えば、これらの収入は、請

求人の最低限度の生活の維持のために活用すべきであり、法に基

づく保護は、これらの収入を活用してもなお不足する分を補う限

度で行われるべきこととなる。 

そうとすると、保護変更処分により生活扶助費の額を遡及変更

する限度は、実務上３か月程度と考えられているところであって

（１・⑷・エ）、それ以上に遡る期間に関しては、当該収入を法

６３条の「資力」として認定し、その期間中に支給した保護費に

ついては、資力に相当する額の限度で、これを同条により返還す

るべき旨を決定することが、生活保護制度の趣旨を全うする手段

と し て 相 応 し い 選 択 肢 と な る （ １ ・ ⑷ ・ イ に 引 用 の 裁 判 例 参

照）。 

したがって、処分庁が、請求人の障害基礎年金の請求の遅れに

より遡及支給された資力について、法６３条の規定を適用して、

その額に相当する保護費の返還を請求人に対して求めることを決

定したことについては、誤りはないというべきある。 

⑶ 返還金額の決定について 

上記⑴で明らかになった本件遡及収入額を基礎として、返還金

額を具体的に決定するに当たり処分庁は、請求人に対し、①「障

害年金を当面の生活費に充てる等、自立更生のために使用すると

きには免除することも可能」であること、②上記①の場合は、

「予め担当者までご相談いただいた上で、当所で協議・検討して

決定させていただ」くこと、③「自立更生免除については、事前

に当所に相談のあったものに限」ることを記載した文書を、平成

２８年１１月１４日付け及び同年１２月７日付けで通知したが、
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請求人らからは、本件処分に至るまでの期間、自立更生費等の控

除に係る相談は一切なかったことが認められる。 

このため、処分庁は、①収入を得るため必要な経費として認め

るべきものを見出せなかったこと、②「資力」の額（本件遡及収

入額４，１６７，８７６円）は、同期間中の支給済保護費の額

（処分庁が保護を実施した平成２６年２月から同年１１月までの

保護費７，０５９，５５５円及び平成２８年７月から同年１２月

までの保護費１，９８２，００９円の合計額９，０４１，５６４

円。ただし、同合計額には、法７８条に基づき別途費用徴収決定

が行われた５６０，４８０円を含んでいる。）を超えていないこ

と、そして、③真にやむを得ない理由により控除を認める事由が

特段認められなかったことを確認し、その上で本件処分を行った

ことが認められる。 

⑷ 上記⑴ないし⑶を前提とすると、返還金額を４，１６７，８７

６円と算出した本件処分に至る過程には、取り消すべき違法・不

当な点があるということはできないものである。 

したがって、本件処分は、上記１の法令等の定めに従い適切に

なされたものといえ、違法・不当はないということができる。 

３ 請求人の主張（第３）について 

請求人は、第３のとおり、主張する。 

しかしながら、法６３条の趣旨及び同条と法４条との関係に照ら

せば、法６３条の「資力」とは、法４条１項にいう「利用し得る資

産」と同義であるところ、当該「利用し得る資産」とは、現実に活

用することが可能な資産はもとより、その性質上直ちに処分するこ

とが事実上困難であったり、その存否及び範囲が争われる等の理由

により、直ちに現実に活用することが困難である資産も含まれると

いうべきであると解されている（最高裁判所第三小法廷昭和４６年

６月２９日判決・民集２５巻４号６５０頁参照）。 

そして、請求人が支給を受けた障害基礎年金は、平成２８年７月
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以降に請求人が裁定請求を行い、平成２３年８月１日を受給権発生日

として支給処分を受けたものであるから、本件遡及支給額は、客観的

に同日から発生し、請求人に帰属していた資産とみるべきであり、法

６３条の「資力」に該当するものと認めるのが相当である。 

そして、請求人が主張する、請求人らの逮捕及び公訴提起中、保護

が停止及び廃止されている間の都営住宅の家賃、並びに本件各詐欺被

告事件に係る弁護士費用は、請求人世帯の自立更生のための真にやむ

を得ない理由によるものといえないものであるし、その他、これら以

外の点で、本件処分に関して、保護費の「全額を返還対象とすること

によって当該被保護世帯の自立が著しく阻害されると認められる場

合」に当たるとみるべき特段の事情は認められない。 

そうすると、本件返還決定金額から、控除を認めなかった処分庁の

判断を、違法・不当とすることはできない。 

４ 請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討 

その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。 

 

 以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法

令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に

行われているものと判断する。 

 よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（答申を行った委員の氏名） 

 松井多美雄、宗宮英俊、大橋真由美 


